
対象　令和4年
10月1日時点で
深谷市に住民登
録があり、令和
4年度中に65
歳以上となる高
齢 者（ 昭 和
33年4月1日
以前に生まれたかた）。所得制限なし。
支給内容　5,000円分の地域通貨ネギー
支給方法　12月下旬にネギーカードを郵送
利用期間　令和5年1月6日㈮～2月28日㈫

65歳以上のかたに
地域通貨ネギー 5,000円分を
支給します
問い合わせ　長寿福祉課（う574‐6645）

　深谷市では、この約3年間、国の制度や地方創生臨時交付金などを有効
活用しながら、コロナ禍におけるさまざまな支援策を行ってきました。
　また、現在は、コロナ禍や世界情勢の変化による物価高騰の影響も懸
念される中、新たな支援策も決定しました。
　そこで、今回の特集では、その新たに実施する支援策と、今まで実施
してきた支援策をご紹介します。

対象　①世帯全員の令和4年度住民税均等割が非
課税の世帯※詳しくは対象世帯に郵送される通
知をご覧ください。②令和4年1月から12月の間
に予期せず家計が急変し収入が減少した世帯※
詳しくは6ページをご覧ください。
支給内容　1世帯あたり5万円
申請期限　令和5年1月31日㈫（当日消印有効）

非課税世帯・家計急変世帯に
５万円を給付します
問い合わせ　福祉政策課 給付金担当（う571‐
1211・内線7076）

感染症対策

地域通貨ネギー
20％ポイントバックキャンペーン
問い合わせ　キャンペーン専用コールセンター（う
0120‐11‐1164）

内容　地域通貨ネギー利用時のポイント還元率
が通常の1％から20％に増加します。
キャンペーン期間　令和5年1月5日㈭まで※予
算に達し次第終了
※詳しくは広報12月号折り込みチラシをご覧く
ださい。

実施中の主な事業

▲65歳以上のかたに郵送されるネギーカード

これから実施する事業

今までに実施した（実施中含む）主な事業　

▪新型コロナウイルスワクチン臨時接種（R3・4）
▪日本赤十字病院の医療環境の整備（R2）
▪PCR検査場の整備（R2・3）
▪�避難所の感染予防対策のための消耗品、備品の
購入（R2･3）
▪�自宅療養者に対する生活支援、PCR検査キッ
ト配布（R3・4）
▪搬送待機ステーションの設置（R3）
▪救急車への自動式心マッサージ器の導入（R4）

給付金

【全市民】
▪特別定額給付金（R2）　
　市民１人あたり10万円を給付

【子育て世帯】
▪子育て世帯ネギー支給（R2）
　�中学生以下の子どもがいる世帯に児童１人あたり5,000円
分の地域通貨ネギーを給付

▪児童扶養手当受給世帯支援金（R2）
　児童扶養手当受給者に3万円を給付
▪子育て世帯臨時特別給付金（R2）
　児童手当受給者へ児童1人あたり1万円を給付
▪ひとり親世帯臨時特別給付金（R2）
　�児童扶養手当受給者などに給付。１回目=1世帯5万円・第
2子以降1人あたり3万円、2回目（追加支給）=1世帯5万円、
3回目、（再支給）=1世帯5万円・第2子以降1人あたり3万円

▪0歳児子育て支援金（R3・4）
　�出産祝いとして第1子5万円分、第2子以降3万円分の地域
通貨ネギーを給付

▪子育て世帯生活支援特別給付金（R3・4）
　非課税などの子育て世帯に児童1人あたり5万円を給付
▪子育て世帯への臨時特別給付金（R3）
　子育て世帯（所得制限あり）に児童1人あたり10万円を給付

【若者】
▪若者活動応援支援金（R3）
　若者に地域通貨ネギー 1万円分を給付

【非課税世帯など】
▪住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金（R3・4）
　住民税非課税世帯などに10万円を給付
▪生活困窮者自立支援金（R3・4）
　コロナ禍で生活に困窮している世帯に支援金を給付

産業振興

▪中小企業の小口融資を拡大（R2）
▪小規模事業者に支援金などを給付（R2）
▪�地域通貨ネギーを活用したプレミアム付き商品
券発行（R2）
▪市内のタクシー・バス・鉄道事業者への支援（R2）
▪花き生産組合連合会を通じて生産者を支援（R2）
▪市内事業者の換気設備導入の経費を補助（R3）
▪地域通貨ネギーポイントバックキャンペーン（R3・4）
▪�市内事業者の事業継続計画（BCP）作成への
奨励金支給（R4）
▪�原油価格高騰の影響を受けている運送事業者を
支援（R4）
▪�原油等価格高騰の影響を受けている農業者を支
援（R4）

保育・教育

▪G
ギ ガ

IGAスクールの全面実施と維持管理（R2～4）
▪修学旅行などの中止や延期に係る費用を補助（R2・3）
▪教員業務支援員などの増員（R2～4）
▪�市内保育施設、幼稚園、学童保育室、小・中学
校などの感染症対策（R2～ 4）
▪小・中学校給食へ食材費を補助（R2・4）

新型コロナウイルス感染症の国内発生から約３年
コロナ禍の生活をサポート 深谷市の支援策

日常生活

▪水道料金基本料金を6カ月免除（R2）、4カ月免除（R4）
▪宅配ボックス設置費用の補助（R2）
▪各種相談や手続きのオンライン化（R2～ 4）
▪�市内施設で使用する感染防止のための消耗品・
備品の購入や補助（R2～ 4）

※各事業の実施年度を（R2）（R3）（R4）と表記しています※各事業の実施年度を（R2）（R3）（R4）と表記しています

さまざまな制度を一覧で紹介！
～市ホームページをご活用ください～
市ホームページ内に、市民の皆さ
んが現在利用できるサービスなど
を、一覧で確認できるページを作
成しました。ぜひご活用ください。▲市ホームページ※新型コロナウイルス感染症対策事業の総額は、令和2年度174億6,287万円（うち地方創生臨時交付金15億1,138万

円）、令和3年度55億6,094万円（うち地方創生臨時交付金6億4,123万円）となっています。

新型コロナウイルス感染症の国内発生から約３年

コロナ禍の生活をサポート
深谷市の支援策
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令和4年度上半期 財政状況／人事行政の運営状況
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職員級別 （令和4年4月1日現在）
一般職

区分区分 1 級1 級 2 級2 級 3 級3 級 4 級4 級 5 級5 級 6 級6 級 7 級7 級 8 級8 級
標準的な
職務内容

主事補・
技師補

主事・
技師 主任 係長・

主査
課長
補佐

課長・
主幹 次長 部長

職員数 50人 154人 308人 305人 126人 53人 26人 18人
構成比 4.7％ 14.6％ 29.1％ 28.8％ 11.9％ 5.0％ 2.5％ 1.7％

技能労務職
区分 1 級 2 級

合計
※�深谷市の給与条例に基づく給料表
の級区分による職員数です。

※�標準的な職務内容とは、それぞれ
の級に該当する代表的な職名です。

標準的な
職務内容

業務員・
給食調理員

職員数 0人 18人 1,058人
構成比 0.0％ 1.7％ 100.0％

人事行政の運営状況人事行政の運営状況
職員の任用、給与など、人事行政の運営状況(概要)をお知らせします。
問い合わせ　人事課（う574‐ 6636）

※�詳しい内容は、市ホームページ、ま
たは市役所本庁舎市政情報コーナー
でご覧ください。

過去10年間の職員数の推移

※職員数は、大里広域市町村圏組合などへの派遣職員、再任用短時
間勤務職員および非常勤職員を除いています。

職員給与費 （令和3年度普通会計決算）

職員数
給与費

給料 職員手当
（うち期末・勤勉手当） 合計

1,017人 37億9,151万円 24億6,376万円
(15億4,217万円) 62億5,527万円

※人件費には、普通建設事業に係る人件費を含めています。
※職員手当には退職手当を含みません。

職員の平均給料月額と平均年齢 （令和4年4月1日現在）
区分 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 330,191 円 43.2 歳

職員の初任給 （令和4年4月1日現在）
区分 大学卒 短大卒 高校卒

一般行政職 188,700 円 168,900 円 154,900 円

職員の学歴・経験年数別平均給料月額 （令和4年4月1日現在）

区分 経験年数
10～15年未満

経験年数
20～25年未満

一般行政職

大学卒 271,075円 355,475円

短大卒 246,500円 334,816円

高校卒 226,033円 310,125円

期末・勤勉手当の支給割合 （令和4年4月1日現在）
区分 6月期 12月期 合計

期末手当 1.2月分 1.2月分 2.4月分

勤勉手当 0.95月分 0.95月分 1.90月分

退職手当 （令和4年4月1日現在）
勤続年数 20年 30年 35年 最高限度額

自己都合 19.6695月分 34.7355月分 39.7575月分 47.709月分

勧奨・定年 24.586875月分 40.80375月分 47.709月分 47.709月分

※退職手当は、埼玉県市町村総合事務組合の市町村職員退職手当条例により
支給されます。

特別職の報酬など （令和4年4月1日現在）
区分 報酬・給料 期末手当

市議会議長 報酬　月額 492,000円
6月期2.15月分
12月期2.15月分
合計4.30月分

市議会副議長 報酬　月額 428,000円
市議会常任委員長及び
議会運営委員長 報酬　月額 418,000円

市議会議員 報酬　月額 403,000円

市長 給料　月額 910,000円 6月期2.15月分
12月期2.15月分
合計4.30月分

副市長 給料　月額 755,000円

教育長 給料　月額 683,000円

住民基本台帳人口
（令和4年4月1日）

142,003人

歳出額（A）

551億7,233万円

人件費（B）

92億6,985万円

人件費比率（B/A）

16.8％
※人件費には、普通建設
事業に係る人件費を含め
ています。

人件費 （令和3年度普通会計決算）

令和4年令和4年度度上半期上半期    財政状況財政状況
　皆さんが納めた税金や国から交付される地方交付税、国庫支出金などが1年でどのくらい入り、また、どん
な事業にどのくらい使われたかという『財政状況』を毎年2回に分けてお知らせしています。
　今回は、令和4年9月30日現在の財政状況をお知らせします。

問い合わせ　財政課（う574‐6632）

※表示金額未満を四捨五入しているため、合計と合わない場合があります。�※金額はすべて税込です。

一般会計

特別会計
水道事業	 （税込）

区分 予算額
収入済額

支出済額

収益的
収　支

収入 33億3,116万円 10億9,349万円

支出 28億6,054万円 6億4,468万円

資本的
収　支

収入 26億1,409万円 0円

支出 53億7,145万円 4億4,487万円

区分 予算額 収入済額 支出済額

国民健康保険 151億� �952万円 70億9,514万円 75億5,339万円

後期高齢者医療 32億9,361万円 16億6,872万円 11億8,182万円

国 済 寺 土 地
区画整理事業 5億� �292万円 4億3,146万円 2億5,224万円

ふかや花園駅前
土地区画整理事業 12億7,110万円 5億7,362万円 10億8,105万円

企業会計

下水道事業	 （税込）

区分 予算額
収入済額

支出済額

収益的
収　支

収入 35億4,925万円 12億9,392万円

支出 33億5,308万円 4億7,571万円

資本的
収　支

収入 20億9,412万円 1億8,360万円

支出 35億9,905万円 12億� �628万円

職員の任用および職員数に関する状況 職員給与の状況（令和3年度普通会計決算）

歳出総額
551億7,233万円

 人件費
92億6,985万円

16.8%

83.2%

歳出総額に占める人件費の割合
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